国連の「家族農業の10年」「小農の権利宣言」と家庭内供給的小規模農業展開論 : 家庭内供給的小規模農業展開論Ⅲ by 深澤 竜人
経営学論集 第 1 号（創刊号）　2020.3
－ 45 －
はじめに
筆者は近年の食料問題・環境問題・農業問題
に関する是正策の一つとして、2011 年以前よ
り「非農家の農業参画」「家庭内供給的小規模
農業展開論」を提起し、非農家であっても小規
模ながらの家庭内供給的な農業参画を提示して
きた。このような非農家による家庭内供給的な
小規模農業の展開から生み出される各種の波及
効果が、既述の食料・環境・農業問題の是正に
大きな役割を果すと考えているからである。
（ 詳 細 は 深 澤［2011, 2012, 2014a, 2019］，
FUKASAWA［2017］を参照）。
本稿はこの家庭内供給的小規模農業展開論に
関して、新見地を含めたさらなる提起と主張を
行なっていくものである。と言うのも、広く国
際的な視点から見た場合、以下の状況と動きを
看過することはできず、本稿などで最大限摂取
していく必要があると考えるからである。
実は国際連合（以下「国連」と記載）では、
去る 2014 年を「国際家族農業年」（The Inter-
national Year of Family Farming : IYFF）と
した。その後これをさらに引続き 10 年間延長
するという国際的なキャンペーン（IYFF+10）
が展開された。
さらには 2017 年 12 月 20 日の第 72 回国連総
会では、2019 ～ 28 年の 10 年間を国連の「家
族農業の 10 年」（UN Decade of Family Farm-
ing : DFF（1））とすることが全会一致で決定さ
れた。よって本稿執筆時のこの 2019 年は、「国
連家族農業の 10 年」の元年にあたる。この決
定は、国連加盟国に対して家族農業を中心とし
た農業政策の策定を求める国連の啓発活動で
あって、2019 年からの 10 年間に国連加盟国は
具体的な政策対応を迫られることとなる。
またさらに 2018 年 12 月 17 日の国連総会で
は、「小農民と農場で働く人びとの権利に関す
る国連宣言（小農の権利宣言）」（UN Declara-
tion on the Rights of Peasants（2））が採択され
た。（賛成 121・反対 8・棄権 54、日本は棄権。）
この「宣言」の第二条によれば、加盟国の義務
として次のようにある。「加盟国は、小農と農
村で働く人びとの権利を尊重、擁護、実現す
る。本宣言の権利の完全なる具体化を直ちに保
障できなくとも、漸進的な達成を実現するた
め、締約国は、法的、行政上、その他の適切な
措置を迅速にとる。」（小規模・家族農業ネット
ワーク・ジャパン［2019］89 ページ。）
ここでいったん顧みると、従来型の農業政策
と言えば、特に日本で象徴されるように、農業
の大規模化・効率化・企業化を促す政策が主体
であった。しかし以上のような国連の「家族農
業の 10 年」「小農の権利宣言」は、既述の農業
政策から全くと言っていいほど転換している。
このように現在、家族農業や小規模農業を見直
していく国際的な動きが高まりつつあるのであ
る。
それらを巡っての議論、あるいは日本の立ち
位置に関する議論、これらについては既にイン
ターネット・ウェブサイト上では当然の如く、
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甲論乙駁・丁々発止のやり取りが交わされてい
る。しかし、かようなインターネット・ウェブ
サイト上でのややもすれば一方的な主張とは別
に、学術的な専門家からも家族農業や小規模農
業を見直す国際的な動きに関する積極的な研究
が、専門誌・学術誌において掲載・出版される
ようになってきた。（国連世界食料保障委員会
専門家ハイレベルパネル・家族農業研究会・農
林中金総合研究所［2014］、隅田［2014］、小規
模・家族農業ネットワーク・ジャパン［2019］、
関根［2018a・b, 2019］、福島［2018］。）
再度振り返ってみると、日本で喧伝されたよ
うな既述の大規模化・効率化・企業化を重視
し、それを促す従来型の農業政策の見地からす
れば、筆者の家庭内供給的小規模農業展開論に
関してもそうであったが、以下の見解が主流で
あった。家族農業や小規模農業と言えば、「大
規模化が行き届かない非効率なもの」「家族的
な小規模性からの零細的性格」「収益・採算性
のないもの」「前近代的あるいは時代遅れ」
等々の冷笑、イメージ操作、レッテル貼り、先
入観、これらがあった感がある。しかし上記の
ように、家族農業や小規模農業は、国際的な場
とまた学術的な場でも見直されるようになって
きたのである。家族農業・小規模農業の役割や
潜在能力が再評価されるようになったと言って
もよいのではないか。
このような動きに関する理由や要因について
は、本稿の 1 で詳しく触れていくとして、とも
あれ筆者の研究とも重ねて見れば、かような家
族農業・小規模農業の展開について、筆者も既
に繰り返しになるが既述のとおり 2011 年以前
から、家庭内供給的小規模農業展開論として積
極的に主張してきたわけである。筆者による家
庭内供給的小規模農業展開論の主張・提唱と、
国連での「家族農業の 10 年」「小農の権利宣
言」の採択とは、当然出自を別にするものであ
る。しかし内容となると、かなりな程度同系的
なものであって、驚くほど近似している。国連
という権威を借りるわけではないが、おこがま
しくも筆者らと共通し類似するかような考えや
運動が、上記のような国際的かつ学術的な場に
おいても派生し、一定の理解やまた賛同あるい
は共通認識が醸成されてきたとなると、これも
また喜びと同時に驚きの感を禁じ得ない。
本稿においては、上記のような家族農業・小
規模農業の展開に関して、国連での動きを最大
限摂取しながら、また国連でのものと筆者のも
のとの異同を含めた再確認とさらなる再考を行
ないながら、それとともに具体的にはある地方
地域（筆者在住の山梨県下）での例証的な状況
をも含めた展開を追究していくこととする。
1．国連における宣言の趣旨、家族農
業・小規模農業の把握、そして家族
農業・小規模農業重視の要因
①宣言の趣旨
国連で採択された「家族農業の 10 年」「小農
の権利宣言」に対しての解釈は、論者によって
様々ある。ただ原文を一読し、あるいは既述の
「小農の権利宣言」の構成でも解かるように、
そこでの対象は、開発国のものも当然含まれる
のだが、両方とも主として開発途上国における
家族農業・小規模農業を対象としているようで
ある。
このような特に開発途上国において、小農ら
の権利が整っておらず、また不十分な状況を是
正し、彼らに基本的な権利を与えるというのが
全体を貫く趣旨と考えられる。ではその具体的
な内容を見ていこう。
②家族農業・小農・小規模農業の定義
最初に家族農業（Family Farming）、小農
（Peasants）、 ま た 小 規 模 農 業（Smallholder 
Agriculture）に関して、それらの定義から確
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認しておきたい。
まず条文から当たっていくが、家族農業に関
しては、「家族また主として男女の家族労働に
依存して経営される（managed and operated）
農業、林業、牧畜、漁業・養殖の生産形態」と
している。（FAO ［2018］p.10.）
また「小農の権利宣言」によると、その第一
条の 1 で、「小農（Peasants）とは、自給のた
めもしくは販売のため、またはその両方のた
め、一人もしくはその他の人びとと共同で、ま
たはコミュニティとして、小さい規模の農的生
産を行なっているか、行［な］うことを目指し
ている人、そして、例外もあるとはいえ、家族
および世帯内の労働力ならびに貨幣を介さない
その他の労働力に大幅に依拠し、土地（大地）
に対して特別な依存状態や結びつきを持つ人を
指す」とある。（小規模・家族農業ネットワー
ク・ジャパン［2019］89 ページ。）
さ ら に 小 規 模 農 業（Smallholder Agricul-
ture）に関しては、「自家の労働を主として（あ
るいは自家労働だけを唯一）用いて、物品ある
いは現金で、自家の所得の（変動も含めた）大
部分を生み出す農業」としている。（FAO
［2013］p.23.）
このような条文的な定義には、いくつかの補
足説明が是非とも必要となる。以下このテーマ
に詳しい関根佳枝氏の指摘（関根［2018a・b, 
2019］）などから、家族農業・小規模農業の定
義把握に関して補っていく。
関根氏は国連での上述の定義から、家族農業
と小規模農業とはほぼ重なる存在としている。
しかし、国連以外の多様な論文・報告書で取り
上げられている家族農業・小規模農業に関して
は、論者によってそこで独自の定義がなされて
いるため、注意が必要であると断った上で、以
下の対比から解り易い説明を加えている。
錯綜する家族農業・小規模農業に関して、解
り易くするために、まず家族農業・小規模農業
に対置する概念として「企業的農業」を挙げ、
その企業的農業とは資本的つながりによって結
合した社会集団としている。これに対して、既
述の小規模農業に関する国連での定義を重視
し、家族農業・小規模農業の「農業労働力の過
半を、家族労働力が占めている農林漁業」とい
う点に、上述の諸定義に通低する重要な共通項
を 見 て い る。（ 関 根［2018a］209 ペ ー ジ、
［2018b］118 ページ。なお、このように正確に
は「農林業」だが、以下簡略化のため「農業」
に代表させて述べていく。）
このような定義と把握がなされてくるのであ
るが、しかし家族農業・小規模農業の有り方は
多様であって、以下のような注意が必要とな
る。例えば、法人化した大規模的なファミ
リー・ビジネスの農業であっても、上述の定義
に従って、労働力の過半が家族によって賄われ
ていれば、それは家族農業・小規模農業とな
る。
つまり扱う規模の大小、例えば農地面積の大
きさで、大規模か小規模かを見ていくわけでは
なくて、あくまで行なわれている農業の業務や
運営に関する労働力の調達状況こそが主体で
あって、その調達状況の家族的な度合いが中心
的な判断基準となっているのである。そうした
農業労働力の過半が、家族労働力によって占め
られているもの、これを「家族農業・小規模農
業」としており、対極に存在する単に資本的つ
ながりによって結合した「企業的農業」、それ
ではない農業を、「家族農業・小規模農業」と
して包括的に把握しているわけである。
③家族農業・小規模農業を重視する要因
では次に、このように家族農業・小規模農業
を包括的に把握し、国連でそれらに重視するよ
うになった要因また理由は、以下のとおりであ
る（3）。
まず一つに、上記のように包括把握された家
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族農業・小規模農業こそが、（既述のような
「非効率」「零細性」「収益・採算性のないもの」
「前近代的あるいは時代遅れ」等々の偏見や冷
笑は未だあるものの、）しかし現実実際には世
界の農業の運営形態の 90 ％以上を占めている
こと。さらに世界の食糧の 80 ％以上が家族農
業によって供給されていること。また農地面積
や経営規模で見てみると、家族農業が世界の農
地の 70 ～ 80 ％を占めていること。そして、世
界の農業経営体の 72.6 ％が経営規模 1ha 未満
で、84.8 ％が 2ha 未満であること。
このような農業の世界的な統計把握からし
て、既述の家族農業・小規模農業こそが世界的
にも太宗的存在であること。（日本の状況に関
しては本稿の 2 以下で詳述。）これらが上記の
理由の一つである。
規模的な把握に加えて、世界の貧困・飢餓人
口の約 80 ％が農村地域で生活していること。
その大部分が農林水産業を生業としているこ
と。このことから、貧困と飢餓をなくしていく
ことと、そして家族農業・小規模農業への支援
や援助、この二つが表裏一体の関係にあるとい
うわけである。これが上記理由の二つ目であ
る。
貧困・飢餓の解消に加えて、家族農業・小規
模農業には女性の労働が大きくかかわっている
こと。ここから、家族農業・小規模農業への支
援と援助は、ジェンダー・フリーの面や女性の
地位向上の面、またその他に失業の改善と雇用
増加の面で、世界的規模での貢献が見込まれる
こと。これらのことが盛り込まれている。
さらに環境面での要因もある。従来型の大規
模農業による化石燃料の大量消費、二酸化炭素
発生による地球温暖化、これらを是正するこ
と。また従来型の農薬・化学肥料の多投入とそ
れに全面的に依存した農業から、それらを多く
使用することのない環境保全型の農業を重視す
ること。この転換と発展の実行可能性とが家族
農業・小規模農業に内包されていること。その
転換と発展が、地球環境を改善させ、また自然
生態系との調和が図られること。さらに以上の
展開から、持続可能な社会・経済への転換と構
築が見込まれ、国連が目標としている持続可能
な開発目標（Sustainable Development Goals : 
SDGs 2016 ～ 2030 年）への貢献と達成に、大
いにタイアップしながら親和し結び付いていく
こと。これが上記理由の第三である。
さらにまた第四の理由として、1980 年以降
展開されてきたグローバル化に代表される新自
由主義的な政策、これに対する反動も指摘され
ている。かつてグローバル化・新自由主義的政
策の下で主張され、現実に農産物の貿易自由
化・市場開放、そして規制緩和や様々な自由
化、これらが推進され、実際に展開されてきた
ことは記憶に新しい。が、逆に、そこからもた
らされた負の面がその後大きな問題となって、
さらに今日でも引き続いている。一例とすれ
ば、食料価格の乱高下、それを利用する投機的
な動き、それら（例えば農産物・食糧の買い占
めなど）の影響を受ける特に発展途上国におけ
る家族農業・小規模農業の困難な状況、貧困化
や貧富の差の拡大、難民・移民の大量発生、加
えて上記の環境問題、これらはもはや無視・看
過、あるいは過小評価されるべき問題ではな
く、何とかして是正していくべき方向へと国際
社会は舵を切りつつある。
以上の要因・理由から、国連はその先達的立
場に立ち、従来型の家族農業・小規模農業の見
直しと重視に進んで行った。このような要因分
析が行なわれている。
以上の要因・理由から、国連では家族農業・
小規模農業を重視し、またそれらの定義と把握
を既述のように行ない、さらに国連加盟国に対
しては家族農業・小規模農業を中心としていく
農業政策の策定を求めたわけである。国連加盟
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国は 2019 年からの 10 年間に具体的な政策対応
を迫られ、また加盟国は義務として、法的拘束
力はないものの、小農と農村で働く人びとの権
利を尊重、擁護、実現するか、あるいはその漸
進的な達成を実現のため、法的、行政上、その
他の適切な措置を迅速にとることとなった。
ではこのような国連の啓発活動に沿って、現
実の日本において実際に取るべき政策内容とは
一体何か。実際にそれらを考えていかなければ
ならない、というのが本稿の趣旨でもある。
それに関して、ただいきなりこうだという断
定と一方的な主張を示す前に、筆者が以前より
主張してきた「家庭内供給的小規模農業展開
論」との対照比較などによって日本の家族農
業・小規模農業に関する有意義性を再認識し、
さらに現実の地方地域における実状、これらを
見ておくのがひとまず有効と考える。
2．日本の小規模農業の統計把握（国全
体と一地方地域の実状）
①日本の小規模農業の統計把握
では対象となってきている日本の小規模農業
に関して、以下まず統計的な把握から追究して
いくこととする。これに関する先行研究として
は、関根佳枝氏による指摘・分析が既に行われ
ている（関根［2018a, b］、小規模・家族農業
ネットワーク・ジャパン［2019］）。が、本稿で
は読者への便宜を図る意味からも、もう少し日
本の農家・農業に関する全体像から把握してい
きたい。
まず日本の農家に関しては、以下の図のよう
な把握がなされている。
かつての専業農家・兼業農家という把握より
も、現在では上記の図のように把握されてい
る。大枠でとらえて、広くは農家を含めた農業
経営体という把握がなされており、その中に家
族経営のものが、農家として位置づけられてい
るわけである。その家族経営の農家は二つに分
図 1．日本の農家の捉え方
（資料出所：山梨県県民生活部統計調査課［2017］2 ページ。）
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かれ、農産物販売金額が 50 万円以上あるいは
経営耕地面積が 30a 以上のものが販売農家であ
り、それ未満のものが自給的農家となる。自給
的農家の中でも、農業経営体に含まれる農家
と、含まれない農家が存在する。しかし、その
線引きや区分けの判断基準は存在していない。
さらに、農産物販売金額が 15 万円未満か、経
営耕地面積 10a 未満でとなれば、これは農家で
はないこととなる。
こうした分類把握がなされており、ではここ
で本稿 1 の国連での家族農業・小規模農業に関
する定義把握と照合させてみるとすれば、日本
では農家＝家族経営という理解把握となってい
ることが解る。
では、その家族経営の農家は、日本の農業経
営体の中で一体どの程度の比重を占めているの
であろうか。これを次に確認していきたい。
表 1 で見ると、上の大枠で見た農業経営体自
体の数は、家族経営体の数とともに、近年低下
傾向にある。その要因としては、農業経営また
農家としての経営難、高齢化と後継者不足、こ
れらの影響を受けてのことであろう。このよう
に家族経営体とともに農業経営体の数が低下す
る一方、逆に組織経営体の数は増え、その構成
比も増えている。（これに関して、地方地域の
具体的状況を後に検討していく。）
ただしかし日本の農業を全体で見ていけば、
家族経営体の数は 97 ％を超えているのであっ
て、その太宗的な存在のほどは一目瞭然であ
る。これは既述の国連での世界的な指摘（本稿
47 ページ～）と同様である。
さてでは、こうした日本の家族経営体の農家
が、先の国連での家族農業・小規模農業の定義
で見たような、「農業労働力の過半を家族労働
力が占めている」形態であるのかどうか。これ
については、おそらくはそのように類推はでき
るのだが、この統計からはそうした詳細を示し
切ることまではできない。
では次に、日本の農業経営体としての分類の
一つに用いられていた経営耕地面積、これに関
して見ていこう。
表 2・3 は、「農林業センサス」などの日本の
表 1．農業形態数（単位：千経営体、％）
区分 農業経営体
①＋②
家族経営体
①
①の構成比 組織経営体
②
②の構成比
2015 年 1,377.3 1,344.3 97.6 33.0 2.4
2016 年 1,318.4 1,284.4 97.4 34.0 2.6
2017 年 1,258.0 1,223.1 97.2 34.9 2.8
2018 年 1,220.5 1,185.0 97.1 35.5 2.9
（資料出所：農林水産省大臣官房統計部［2019］16 ページ。）
表 2．2015 年経営耕地面積規模別経営体数①（単位：経営体）
経営耕地なし 0.3ha 未満 0.3 ～ 1.0 1.0 ～ 3.0 3.0 ～ 5.0 5.0 ～ 7.5 7.5 ～ 10.0
16,089 32,919 692,355 449,352 81,538 36,194 16,035
（1.2%） （2.4%） （50.3%） （32.6%） （5.9%） （2.6%） （1.2%）
10.0 ～ 20.0 20.0 ～ 30.0 30.0 ～ 40.0 40.0 ～ 50.0 50.0 ～ 100.0 100.0ha 以上 計
25,396 10,292 5,958 3,427 6,121 1,590 1,377,266
（1.8%） （0.7%） （0.4%） （0.3%） （0.4%） （0.1%）
（括弧内は構成比だが四捨五入の関係で 100 にはならない場合もある。以下同じ。
資料出所：農林水産省大臣官房統計部［2017］4 ページ。）
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農業に関する代表的な統計資料二つから、2015
年現在の経営耕地面積別に農業経営体を分類し
たものである。（国連の指摘では既述のとお
り、世界の農業経営体の 72.6 ％が経営規模 1ha
未満で、84.8 ％が 2ha 未満であったが、それと
比較対照させてみるとよい。）日本では、経営
耕地面積 1ha 未満は表 2 で 53.9 ％、表 3 では
52.8 ％。経営耕地面積 5ha 未満となると、表 2
では 92.4 ％、表 3 では 91.2 ％という構成比率
である。二つの統計とも、経営耕地面積が 1ha
未満の農業経営体がおよそ 50 ％強、経営耕地
面積 5ha までで経営体の数は 90 ％を超え、あ
とは一桁となる。
このことから日本の農業の場合、経営耕地面
積 1ha 未満が半数、5ha までの農業経営体で大
部分を占められていると把握してよいであろ
う。つまり日本の場合、特にアメリカなどに代
表される大規模農業・農家と比較して、上記の
ような小規模農家が大半で専らだということに
なる。これが日本の農業の特徴であることは、
よく指摘されるところである。ただ先ほども
断ったように、これらの日本の小規模農業の農
家が、先の国連の定義で見た、「農業労働力の
過半を家族労働力が占めている」形態であるの
かどうか。これについては、先と同じくおそら
くはそのように類推はできるのだが、しかし以
上の統計からはその詳細まで示し切ることはで
きてない。
ただ今まで見てきたとおり、日本の場合、農
業経営体の中で家族経営体の農家が 97 ％以上
を占めていたこと。農業経営体のおよそ半数強
が経営耕地面積 1ha 未満の農家で占められ、
さらに 90 ％強は経営耕地面積 5ha 未満の農家
で占められていたこと。これらのことから、そ
れらのいわゆる小規模農業の農家は押しなべて
およそ家族経営的な形態であって、彼らの農業
労働力の過半は、類推の範囲ではあるが、家族
労働力によって賄われていることはほぼ確実で
あろう。
以上によって、国連が提起する家族農業・小
規模農業の重視の政策は、日本の農業経営体の
ほぼ全体領域をカバーしているものと言うこと
ができる。こうした家族農業・小規模農業は日
本の農業の太宗的存在であるという日本の状況
と、国連におけるそれらを重視する政策とは、
このように大枠では矛盾なく符合していくとこ
ろである。
②一地方地域（山梨県）の場合
 全国との共通性
以上の理解と把握を基にして、さらに一地方
地域の実例や検討を行なう材料として、山梨県
の状況を以下で見ていこう。県の「農林業セン
サス」から、上記と同様な表を作成した。
次ページの表 4・5 で見るように、山梨県に
お い て も、 家 族 経 営 体 が 全 農 業 経 営 体 の
98.4 ％を占める太宗的存在であること。経営耕
地面積の規模で見ると、農業経営体のおよそ半
数強が 1ha 未満の農家で占められていること。
さらに農業経営体数の 90 ％強が経営耕地面積
5ha 未満の農家で占められていること。こうし
た、日本の農業全般を対象にして先ほど確認把
握した特徴は、一地方地域としての山梨県にお
いても妥当し共通しているわけである。山梨県
表 3．2015 年経営耕地面積規模別経営体数②（単位：千経営体）
経営耕地なし～ 1ha 未満 1.0 ～ 5.0 5.0 ～ 10.0 10.0 ～ 20.0 20.0 ～ 30.0 30.0ha 以上 計
644.2 468.2 52.1 26.0 11.5 18.5 1,220.5
（52.8%） （38.4%） （4.3%） （2.1%） （0.9%） （1.5%）
（括弧内は構成比。資料出所：農林水産省大臣官房統計部［2019］25 ページ。）
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の場合、特に経営耕地面積 1.5ha の農家で県全
体の 93.4 ％を占め、その小規模性は一層顕著
である。また自給的農家と販売農家の比も当資
料には二つ掲載されてあり、両者ともほぼ 1：
1 となる（表 6）。
このように、一地方地域の実例として山梨県
の状況を見ても、日本の農業・農家全体で確認
した小規模農業の割合や特徴・特質は、共通し
妥当しており、さらにその状況の程は全国的な
ものより山梨県の場合は一層顕著であると言え
る。よって、本稿 1 で見てきた家族農業・小規
模農業に関する国連での宣言は、日本の農業全
体また一地方地域としての山梨県下の農業に
とって、非常に有効なものとなるであろう。
だがしかし、重要なのは以下の点であって、
山梨県下の農業・農家の状況を、もう少し別な
角度から追究していくと、別な様相が浮かび上
がってくる。
 山梨県における農業人口の増加
「農林業センサス」は 5 年ごとの調査結果で
あるため、厳密な通年の年次的推移は把握しに
くい。ここでは別な県の統計で、それも最新版
のものを知るため、新聞報道のものをそのまま
用いた。次ページの図 2 がそれである。
近年（あるいは表 1 での検討の際にも指摘し
たが）、日本の農業の凋落傾向は大いなる問題
である。それを憂い嘆く声は少なくない。行政
機関他様々な方が打開策を講じているところで
ある。しかし奇妙に思えるかもしれないが、図
表 4．山梨県の 2015 年農業形態数（単位：経営体）
区分 農業経営体
①＋②
家族経営体
①
①の構成比 組織経営体
②
②の構成比
17,970 17,686 98.4 284 1.6
（資料出所：山梨県県民生活部統計調査課［2017］40 ページ。）
表 5．山梨県の 2015 年経営耕地面積規模別経営体数（単位：経営体）
経営耕地なし 0.3ha 未満 0.3 ～ 0.5 0.5 ～ 1.0 1.0 ～ 1.5 1.5 ～ 2.0 2.0 ～ 3.0 3.0 ～ 5.0
117 1,460 4,757 8,010 2,418 608 302 159
（0.7%） （8.1%） （26.5%） （44.6%） （13.5%） （3.4%） （1.7%） （0.9%）
5.0 ～ 10.0 10.0 ～ 20.0 20.0 ～ 30.0 30.0 ～ 50.0 50.0 ～ 100.0 100.0ha 以上 計
92 31 8 5 2 1 17,970
（0.5%） （0.2%） （0.0%） （0.0%） （0.0%） （0.0%）
（資料出所：山梨県県民生活部統計調査課［2017］42 ～ 43 ページ。）
表 6．山梨県の 2015 年総農家数の内訳（単位：戸）
区分 総農家数
①＋②
販売農家
①
①の構成比 自給的農家
②
②の構成比
32,543 17,020 52.3 15,523 47.8
総農家数
①＋②
販売農家
①
①の構成比 自給的農家
②
②の構成比
32,464 16,987 52.3 15,477 47.7
（資料出所：山梨県県民生活部統計調査課［2017］156 ～ 157 ページ。）
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2 の左のグラフによれば、山梨県内における新
規就農者の数は、非常に増加傾向にあるのであ
る。このように全国と山梨県との就農状況で、
一見逆転し背反する要因は一体何であろうか。
それを探るべく、まず図 2 の左のグラフで新
規就農者の内訳を見ていく。そこから解ること
は、農家の出身者が後継者として就農するとい
うこともさることながら、農業への新規参入者
や、また農業に新規に雇用されていく数が非常
に多いのである（このさらなる詳細は後に見て
いく）。この結果、県内の新規就農者の数は全
体数としても増加が続き、ここ 3 年は連続で
300 人を超える結果となっている。
さらにそうした増加の要因を見ていくと、農
家出身でその U ターン就農者の増加、また就
農希望者へ向けての支援制度の普及、これらが
指摘されている。就農者を年代別に確認してお
くとすれば、30 代、40 代、60 代、これらの年
代でそれぞれ 20 ％を超えており、20 代、50 代
はそれぞれ 10 ％台である。
繰り返すが、既述のとおり表 1 をもって農
業・農家の全国的な検討で指摘し確認したとお
り、一般的には近年の農業経営の経営難、農業
離れ、高齢化と後継者不足、これらの影響を受
けて、農業経営体自体の数は家族経営体の数と
ともに近年低下傾向にあった。しかし、一地方
地域である山梨県においては、以上の要因を背
景として、このように就農の道を選んでいく人
はかなり増えているのである。これは関係者
方々他、特に県内外に関わらず農業の衰退を憂
い、かつ農業の振興を訴える方々にとっては、
朗報なはずである。
ただ本稿で今まで対象として追究してきた家
族農業・小規模農業と突き合わせていくと、話
はさらに別な様相を呈してくる。それを次に詳
解していく。
図 2．山梨県内の新規就農者数・農業生産法人数の推移
（資料出所：『山梨日日新聞』2019 年 6 月 18・30 日日刊。）
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 山梨県における農業人口増加の実態把握
図 2 の左のグラフの新規就農者のうち、新規
雇用者の数を右のグラフと突き合わせて見てい
くと、それは専ら農業法人で雇用されているこ
とが解る。そして同時に、この農業の法人化が
法人数とともに、山梨県下では近年著しく進み
増加しているのである。農業法人の数を見てい
くと、図 2 の右のグラフのとおり、2017 年度
で県内の農業生産法人は 210 法人で、10 年前
の 2008 年の 63 と比較して、3.3 倍に増加して
いる。このように急増する農業法人の数ととも
に、農業への新規雇用者が増加しているわけで
ある。
つまり端的に言って、農業法人の設立によっ
て、そこに雇われていく新規雇用者の数が増加
して、これが新規就農者の数をかさ上げさせて
いるのである。新規就農者は主にこの農業法人
で生まれ、その数が膨らんできていると言え
る。さらにこうした傾向は、ただ山梨県下のみ
で特徴的なものではなくて、表 1 の農業経営体
の中で組織経営体が増加していたように、全国
的にもおよそ共通するところであろう。
そこで今までの検討と関連させて注意するこ
とは、こうした農業法人は、見られるように雇
用した者を使用して経営していくわけであるか
ら、本稿の 1 で対象としてきた国連の定義によ
る「農業労働力の過半を家族労働力が占めてい
る」形態ではなくて、つまり家族農業・小規模
農業ではない、ということである。本稿 1 の国
連での定義で言えば、家族農業・小規模農業に
対置すると捉えられた「企業的農業」に該当
し、これが山梨県下あるいは日本の農業経営体
の中で勢力を伸ばしていることとなる。また、
さらに言えることは、農業への新規就農者が増
加し、農家離れなどに歯止めがかかっていると
見られたものの、その実態を見ていくと、家族
農業・小規模農業は縮小傾向にあり、代わりに
法人化の農業経営体が増加し、活躍してきてい
るということである。長年にわたり家族経営が
主軸を担ってきた日本の農業は、先ほどの高齢
化や経営難などの様々な理由から、減少傾向が
続いていることに変わりはないのである。
ここでひとまず「企業的農業」に該当する農
業法人、これが増加する要因、あるいは農業の
法人化の必要性とその要因について尋ねてみよ
う。それに関しては既にいくつかの要因が指摘
されており、以下羅列していくが、単一栽培だ
けではなく、6 次産業化の推進などから、加
工・販売など多角的な経営や規模拡大を目的と
する必要性があること。そのための設備投資や
資金調達の確保。その際の法人化による信頼度
の高まり。また独自の販売ルートや独自ブラン
ドの確立とその効果。それを狙っての信頼の必
要性（4）。これらが指摘されるところであって、
全般的にいわゆる法人化のニーズが高まってい
るとされている。
ともあれ、このように本稿（及び国連）で対
象としている家族農業・小規模農業ではなく
て、企業的農業・規模を拡大した農業が、現在
なお求められ、現実には増加しているというの
が実状と実態である。実態がこのように家族経
営体が減少し、農業法人などによる企業的農業
が増加し、そこでの規模を拡大した農業経営へ
の需要と推進、これらが現実に進行していると
すれば、本稿（及び国連）で対象としている家
族農業・小規模農業の重要視と振興は、現実と
いささか矛盾する状況となってくる。また現実
と政策とのギャップが生じて来ることが目に見
えている。
例えばそれは、家族農業・小規模農業は戸数
などからして日本の農業の太宗的存在であるこ
とは解るとしても、がしかしそれに胡坐をかい
ていてはいけない。日本の家族農業・小規模農
業は現実には減少しているし、今後は衰退して
いくと考えられる。それをあえてなぜ保護し、
また推進するのか。農業の当事者ですら、その
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ニーズは家族農業・小規模農業ではなくて、そ
の対極的存在であるはずの企業的農業、具体的
には農業の法人化、そこでの経営規模の拡大、
これらを求めていく方向や傾向にある。つまり
家族農業・小規模農業の重要視と振興とは、現
実的な要請と現実の施策、また実際の動き・潮
流、これらと著しく矛盾し、大きなギャップを
持つものである。こうした見解や指摘は当然の
ごとく噴出するはずである。
ではやはり、日本において家族農業・小規模
農業の重要視や振興は、現実に進行している状
況とかけ離れた意味のない無駄なものなのだろ
うか。一地方地域（山梨県）にて代表させて見
たような現在進行形の現実と現状が上記のとお
りであることからして、日本の家族農業・小規
模農業が日本の農業経営体の太宗的存在である
ということ、それ以外の側面で有している存在
意義や、企業的農業や農業法人にはない家族農
業・小規模農業の特徴、これらを改めて考究し
ていかなければならないところである。
③家族農業・小規模農業の特長と存在意義 そ
の 1
ではここから、日本の家族農業・小規模農業
の太宗的存在以外の面での存在意義、また企業
的農業や農業法人にはない家族農業・小規模農
業の特長、これらに関して考察していくとし
て、筆者はまず日本の食料生産が日本の家族農
業・小規模農業によって賄われている点に大き
な評価を与えたい。
表 1 ですでに何度か確認し言及したとおり、
日本の農業経営体の数は家族経営体の数ととも
に、近年減少傾向にある。本稿ではその要因と
して経営的な困難性を指摘したが、その具体的
状況は次のとおりである。特に近年の米に代表
されるような農産物価格の販売価格面での低
下、逆に農業用の機械に代表される購入価格や
生産コストでの上昇の負担、この両面から農業
経営が圧迫を受けている（5）。こうした経営的に
困難な状況を背景に、農業に将来性は見い出せ
ず、そこから農家離れ、つまり農業経営体・家
族経営体の減少が続いているというわけであ
る。
しかし特筆すべきは、本稿で対象としている
「家族農業・小規模農業」は、かような農業経
営の過酷な状況下にありながらも、日本の食料
生産を賄っているという点である。この面を筆
者としては積極的に評価したい。
「企業的農業」「農業法人」も同様に日本の食
料生産を賄っているのはもちろんであるが、数
からすればその数はわずか 3 ％弱であった（表
1）。つまり日本の食料生産は、国内自給率が低
下しているとはいえ、企業的農業・法人農業で
はなくて、専ら家族農業・小規模農業によって
賄われているのである。それも先のように経営
的困難性という状況下にありながらである。こ
うした点を鑑みれば、日本の家族農業・小規模
農業が持つ存在意義は、戸数からする太宗的存
在面の他に、食料生産の面で大いにあるのであ
る。
つまり、既述のように儲からない、あるいは
衰退していくから、政策的な対応は不要で放擲
し、また改変を促すべきだという、そのような
市場の原理とは別に、はぐくんでいかなければ
ならないものであるという視点がまた、以上の
日本の食料生産の面からして必要なのである。
企業的農業・法人農業のみが今後安易にそして
一途に伸長していき、家族農業・小規模農業を
追い抜いて凌駕していく、そうした進展のみし
かない、そのように見るのもまた不適格であろ
う。今後の推移は何しろ未知数であり、家族農
業・小規模農業の特長として、（さらに次項で
見るような特長とも合わせて、）保護すべき点
は保護していくべきである。
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3．「家庭内供給的小規模農業展開論」
との対照比較から得られる家族農
業・小規模農業の特長と存在意義
①「家庭内供給的小規模農業展開論」との対照
比較
そうした日本の家族農業・小規模農業の存在
意義、また企業的農業や農業法人にはない家族
農業・小規模農業の特長、これらをさらに考究
していかなければならないとして、その方法と
して最後に本項では、今まで筆者（深澤）が提
唱してきた「非農家の農業参画」「家庭内供給
的小規模農業展開論」と、国連による家族農
業・小規模農業の重視の政策とを、対照比較し
ながら検討していくこととする。
と言うのも、筆者による非農家の農業参画で
は、上述の「企業的農業」や「農業法人」では
ない、またさらに農業経営体や農家ではない、
一般の消費者・一市民に向けての農業参画を提
唱してきた。こうした一般の消費者・一市民に
向けての農業は、既述の農家の定義（「農産物
販売金額が 15 万円未満か経営耕地面積 10a 未
満」）からすると、農業経営体や農家の扱いに
はならない。まさに「非農家・一市民による小
規模な農業参画」である。であるからして、
「企業的農業」や「農業法人」の対極に存在す
るとされた「家族農業・小規模農業」、それよ
りもさらなる極北に位置するものと考えられる
ものが、筆者提唱の「非農家の農業参画」「家
庭内的小規模農業展開論」である。そこで、筆
者のかような整理からすれば、本稿で扱ってき
た「家族農業・小規模農業」は、本稿 2 の③で
見た「企業的農業」「農業法人」と、筆者提唱
の「非農家・一市民による小規模な農業参画」
の、ちょうど中間に位置することとなる。その
ため「非農家の農業参画」を再考しながら、
「企業的農業」や「農業法人」にはない、「家族
農業・小規模農業」の積極的な存在意義を再検
討したいというのが、この項の趣旨である。
本稿のここまでで、国連による家族農業・小
規模農業の重視の政策、それを日本の農家・農
業の実状と合わせて確認してきたわけである
が、こうした家族農業・小規模農業重視の考え
は、かねて筆者提唱の家庭内供給的小規模農業
展開論と、以下見るようにかなりの程度内容を
同じくしている。特に本稿の 2 で示した日本に
おける家族農業・小規模農業の太宗的存在とい
う要因、また本稿 1 の③で示した要因分析の多
くは、筆者が従来主張してきたものとかなりの
程度重なるものである。当然のことながら、国
連での家族農業・小規模農業の重視と、家庭内
供給的小規模農業展開論とは、無論出自を異と
したもので、差異のあることも既に触れておい
た。
ここでは筆者が提唱してきた家庭内供給的小
規模農業展開論の繰り返しは避け、同時に本稿
1 の③で見た国連の家族農業・小規模農業重視
の要因分析との重複再論も避けておくこととす
る。逆に取り上げたいのは、両者の違い、また
本稿 1 の③で示されていない日本における小規
模農業が持つ様々な具体的有意義性（「スモー
ル・メリット」と筆者は呼んでいる）、また小
規模農業の特長と存在意義である。これらに関
して以下補っていくことが有益であろう。
筆者が提唱してきた家庭内供給的小規模農業
展開論も、国連が重視している家族農業・小規
模農業の重視も、そのいずれもが、家族的・家
庭内的な供給を中心とした小規模農業を重視
し、それを基盤とし礎として、現代の農業問
題・環境問題・食料問題等々の是正と解決に役
立てていこうというものである。これが取りも
直さず、大きな共通点であって、ここに全くの
違いはない。逆に言って、完全な一致点であ
る。かつて蔑まされ着目されることさえなかっ
た小規模農業に関して、その存在基盤を含めた
有益性が国際的なレベルでこのように着目評価
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されてきたことは、喜ばしい限りであった。た
だこうした共通点の上に、筆者が示した家庭内
供給的小規模農業展開論でのオリジナリティを
あえて付加しておくとすれば、次のとおりであ
る。
筆者は国連の上記の分析と同時に、そうした
小規模農業の有効性・有意義性を見ているが、
ただしかしそこには専ら農家だけではなくて、
非農家あるいは一般の市民であっても、家庭内
供給を主とした農業参画を推奨し提示してい
る。これが国連での宣言と筆者の主張との違い
である。つまり家族農業あるいは小農という枠
以上に、一般市民や消費者までを取り入れた小
規模農業を推奨し提示しているというわけであ
る。
こうした非農家の農業参画は、農業を生業と
して行なうわけではなく、そうした側面から近
年「ホビー・ファーマー」と言われることもあ
る。そしてまた本稿 2 の①で見たように、日本
の統計把握では農家や農業経営体には含まれな
い。しかし近頃の日本の状況を鑑みれば、半農
半 X、田舎暮らし、田園回帰、等々に代表され
るような、非農家の農業参画が一つのブームと
なって進行している。こうした動きをも取り込
み、小規模農業の発展と展開を促したいという
のが筆者によるかねてからの主張と主意であっ
た。
上記見たように、日本においても小規模農業
の存在（その多くは家族農業での経営形態）が
圧倒的であった。そして、筆者の以前の論稿で
も指摘したが（深澤［2014b］86 ページ～）、
統計的には既述のようになるのだが、しかしか
ような統計把握には含まれず、農家扱いとされ
なかった、既述の「農産物販売金額が 15 万円
未満か経営耕地面積 10a 未満」の農業経営体も
含めると、家庭内供給的な小規模農業の従事者
の数はもっと多くなるわけである。さらに加え
て、上記のような非農家の農業や、さらに既述
のいわゆるホビー・ファーマーまでを含める
と、その数はさらに大きくなる。これらの存在
意義をも重視し、それらのマン・パワーと影響
力を見ていくことが、筆者は必要と考えてい
る。
②ホビー・ファーマーや小規模農業が有する利
便性・有意義性（プロシューマー的特質）
このような筆者の特にホビー・ファーマーを
対象とした「非農家の農業参画」（「家庭内供給
的小規模農業展開論」）において、小規模農業
が有する利便性や有意義性については深澤
［2014a］において縷々示した。以下のとの関連
で、ここではその利便性や有意義性の一つで
あった「価格メカニズムや市場の原理と独立し
遊離した点」を特筆させ、簡単に再論しておき
たい。
筆者が提唱したホビー・ファーマーによる農
業は、完全に市場の原理に縛られることなく、
それとは無関係で独立したのである。（当然予
算の範囲内ではあるのは前提条件であるが、）
金銭的な制約に縛られることなく、自身の方法
とまたいわば流儀で、小規模農業を実行できる
ものである。そこには大規模農業にはない小規
模ながらの利便性がいくつか有されている。そ
れをまた羅列していくとすれば、一例として、
何かの被害にあった際に、大規模農業であれば
壊滅的な被害を蒙るのであるが、小規模であれ
ばやり直しが複数回できること。除草等々が大
規模農業に比べて、小規模であるから非常に楽
であることから、除草剤等々を含めた農薬を使
用しない有機農法形態の農業が実行可能である
こと。当然、低コストで実行可能であり、さら
には上記述べたような、価格メカニズムや市場
の原理と独立したものであること。また生産さ
れ収穫された農産物は、家庭内供給と消費を中
心としているから、この面からも農薬等々の使
用は控えられ、自家消費であることから家計の
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節約・節倹面での有意義性を持つ。この他にも
多々あるが、本稿の以下との関連で、これらの
点を再度取り上げ指摘しておく。このように完
全に営業や生業、売買、そして採算性や収益目
的ではないため、そこにいくつかの特長が湧出
してくるのである（6）。
しかしそれと完全に対極的地位・形態にあ
る、雇用者を有しての法人化した大規模農業で
あればどうであろうか。完全に上記のホビー・
ファーマーの特長とは逆の原理となる。農産物
は商品であり、売買を目的としたものであり、
さらにそこには収益を出さなければならず、採
算性を考えなければならず、そうでなければ経
営上成り立たず、生業にはならないわけであ
る。虫害や鳥害に対処するために当然それなり
の農薬とて必要となってくる。虫や鳥に食われ
たものはそもそも商品にならないのであるか
ら。大規模であればさらになおさらのことで
あって、そうした壊滅的な被害はどうしても蒙
りたくはないし、避けたい。また大規模であれ
ばあるほど除草の苦労は一入であり、水田・稲
作に代表されるように、除草剤の使用は不可欠
となってくる。であれば、有機農法の農業形態
とは違ったものとなってくる。
筆者（深澤）は一概にこうした形態の農業が
悪い云々とかを論じているのではない。価格メ
カニズムや市場の原理と合わせて行動した場
合、必然的に雇用者を有して法人化した大規模
農業であれば、かような形態になっていかざる
を得ないという状態・状況を言っているのであ
る。そしてそれと対比させてみて、価格メカニ
ズムや市場の原理と独立し遊離した農業の形態
もあることと、その有意義性とを論じているの
であって、それを既述のとおり示したわけであ
る。
③家族農業・小規模農業の特長と存在意義 そ
の 2
加えて論じ検討すべきは、本稿で対象として
きた「家族農業・小規模農業」は、先にも少し
触れたように、「企業的農業」「農業法人」と、
ホビー・ファーマーや「非農家・一市民による
小規模な農業参画」の、ちょうど中間に位置す
るということである。こうした位置づけと既述
の対照比較によって、紙幅の関係から、最後に
家族農業・小規模農業が持つ有意義性に関し
て、さらなる理解を深めながら本稿を閉じてい
きたい。
つまり以上の対照比較からして、本稿で対象
としてきた「家族農業・小規模農業」は、「企
業的農業」「農業法人」と、ホビー・ファー
マーや「非農家・一市民による小規模な農業参
画」との、両側面を兼ねている。両者の長所・
短所のいずれをも有する形態となっている。例
えば、生産されて収穫された農産物は、家庭内
供給的自家消費のものもあれば、販売目的のも
のある。そこではホビー・ファーマーとは違っ
てわずかなりとも利益を出さなければならない
という、制約は無論あるのだが、家族農業・小
規模農業の農家当事者の考え方・采配一つで、
無農薬・有機農法の形で実行されることもでき
る（無論逆にそうでない場合もある）。このよ
うな柔軟的な特質を有している点に、家族農
業・小規模農業についての一つの評価と有意義
性、そしてまた特長と存在意義を、筆者として
は見ていきたい。
と言うのも、一例として上述の有機農法・有
機農業を再度取り上げてみたい。農薬等々を使
用しない有機農法・農業は、生産され収穫され
た農産物の安全面からして、消費者からは希求
されている。がしかし、生産者側での労力の多
さ、そこから生じる販売価格の高額さ、それに
よって売れ行きが伸長しないことなどから、有
機農産物は市場に出回る率が極めて低い。この
経営学論集 第 1 号（創刊号）　2020.3
－ 59 －
ように本来的には安全面から希求されているわ
けであるが、しかし上記の要因から市場には出
回らず、ましてや企業的農業や法人農業が行な
う大規模農業では、既述の状況と要因から生産
が難しいのである。
しかし、大規模農業ではない小規模の家族農
業ではどうであろうか。小規模の家族農業であ
ればあるほど、農家当事者の考え方・采配一つ
で、その有機農法・有機農業の実行可能性が備
わっており、その能力を有しているわけであ
る。こうしたところに家族農業・小規模農業の
優位的性格（いわゆるスモール・メリット）が
あるわけである。
さてでは、こうした日本の家族農業・小規模
農業の特長と存在意義を、実際どのように活か
していくのか。そしてどのような政策対応が望
ましいのか、それも国連での既述の宣言や啓発
活動を基にして。これらが既に筆者他関係者
方々の今後の課題となってきているわけであ
る。
（注）
（1）United Nations General Assembly［2017］。
（2）United Nations General Assembly［2018］。
本宣言の全文は長文のため記載できないが、宣
言の構成は以下のとおりである。
前文
第一条　小農と農村で働く人びとの定義
第二条　加盟国の義務
第三条　不平等および差別の禁止
第四条　小農女性と農村で働く女性の権利
第五条　自然資源に対する権利と発展［開発］
の権利
第六条　生命、自由、安全に対する権利
第七条　移動の権利
第八条　思想、言論、表現の自由
第九条　結社の自由
第十条　参加の権利
第十一条　生産、販売、流通に関わる情報に対
する権利
第十二条　司法へのアクセス
第十三条　働く権利
第十四条　職場での安全と健康に対する権利
第十五条　食への権利と食の主権
第十六条　十分な所得と人間らしい暮らし、生
産手段に対する権利
第十七条　土地ならびにその他の自然資源に対
する権利
第十八条　安全かつ汚染されていない健康に良
い環境に対する権利
第十九条　種子（たね）への権利
第二十条　生物多様性に対する権利
第二十一条　水と衛生に対する権利
第二十二条　社会保障に対する権利
第二十三条　健康に対する権利
第二十四条　適切な住居に対する権利
第二十五条　教育と研修の権利
第二十六条　文化的権利と伝統的知識（知恵）
に対する権利
第二十七条　国際連合と国際機関責務
第二十八条　（追加）
（3）以下、家族農業・小規模農業に重要性を求め
る要因・理由に関しては、主に関根氏の著作、
国連（UN）、FAO の原文などから、筆者（深澤）
が本稿以下の論述内容と関連させて、再整理し
たものである。
（4）これら山梨県下における具体的諸相に関して
は、深澤［2019］を参照。なお、本文農業法人
化の要因に関しては、『山梨日日新聞』2019 年 6
月 30 日日刊を参照。
（5）これらに関しては、深澤［2014a］第 5 章を参
照。
（6）こうした特徴・特長は、価格メカニズムや市
場の原理と独立し遊離していることと合わせて、
市場の生産と消費が分離しておらず一体となっ
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ている「プロシューマー（生産消費者）」の理論
か ら 醸 成 さ れ る も の で あ る。 詳 し く は、
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